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大津市議会議員の議員報酬の特例に関する条例の制定について

日本共産党大津市会議員団 塚本 正弘

私は日本共産党大津市会議員団を代表して、ただいま提案しています「会議案第4号 大

津市議会議員の議員報酬の特例に関する条例の制定について」提案説明をいたします。

今回の議員報酬の削減を提案させていただいた理由は、現下の大津市財政の状況および

市民生活の実情に鑑み、当面議員報酬を削減し、東日本大震災の救援・復興支援並びに市

民福祉の向上の財源とするために、大津市議会議員の議員報酬を今年7月から来年3月ま

で、20％削減しようとするものです。

その内容についてご説明をいたしますと、削減額は議員一人あたり12月の期末手当を含め

て1,303,200円、議長・副議長も含めて総額で49,849,572円となります。

3月11日に発生した東日本大震災では多くの自治体が壊滅的な打撃を受けました。被災者

救援や復興を進めるために、引き続く大津市職員の派遣や被災者の市営住宅への受け入れ

など今後とも長期にわたる支援が必要不可欠です。一部国からの財政支援もありますが、これ

をさらに前に進めるために必要な財源の一部に当てようとするものです。

二つ目にはこの10数年の間、所得の格差や貧困が広がり、市民生活も深刻な事態となって

います。生活保護世帯は大津市でも増加しており、修学援助を受ける児童・生徒は約20％に

なっています。このようなもとで市民生活の安定のために、子育てや医療・介護・教育など全般

にわたる生活支援を強め、市民福祉の向上を図る財源に充てようとするものです。

また、すでに大津市長をはじめとする特別職の給与の10％カットを実施されているところで

すし、県議会でも議員報酬2割削減が行われようとしています。まずは、議員自らが報酬の一

部を削って、被災地の復興を支援し、市民生活の困難を打開する一助とする、大津市議会議

員がそのような姿勢を示すという意味でも、是非ともこの報酬削減案にご賛同いただき、ご議

決いただきますようお願いしまして、提案説明といたします。

◆提案に対する質疑

（清正会・谷議員から）質問 1

提案理由は、「現下の大津市財政の状況及び市民生活の実情に鑑み、当面議員報酬を

削減し、東日本大震災の救援・復興支援並びに市民福祉の向上の財源とするため。」とあり

ますが、ここでいう「東日本大震災の救援・復興支援の財源」とは、大津市としておこなう主体

的な救援や復興支援に伴う財源に資することを期待してのものなのか、それとも特定の自治

体や団体に対する寄付を意味しているのか、伺います。

答弁 1

私が提案説明でお示しをした「東日本大震災の救援・復興支援」とは、大津市として行う主

体的な救援や復興支援に伴う財源に資することを期待してのものでありまして、特定の自治

体あるいは被災者などへの寄付を行うためのものとは考えておりません。すでに今議会冒頭
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の市長の報告にもあるように、この3ヶ月間大津市は継続的な職員の派遣などの被災地支援

を行ってまいりました。しかし、被災地では被災者の生活再建や復興を進めていくためには、

多くの専門的な技術や知識を持った自治体職員などの応援が継続的に行われることが求め

られていると考えます。このような活動に対して国からの支援も行われますが、十分とはいえ

ませんし、市として独自の支援策をさらに強めることも検討すべきと考えるものです。

（清正会・谷議員から）質問 2

今年度、大津市特別職報酬等審議会の開催が予定されていますが、平成23年7月1日か

ら平成24年3月31日までの間、大津市議会議員の議員報酬及び非常勤職員の報酬等に関

する条例別表第1の規定に関わらず、同表による額からその100分の20に相当する額を減じ

た額を議員報酬の月額とするとされた根拠を伺います。

答弁 2

大津市議会議員の議員報酬については、今後開かれる特別職報酬審議会で議論が行わ

れる予定です。しかし、審議会の意見を待つまでもなく、議員の報酬額については、議会が

最終的に決めるわけですから、市民生活の実情や特殊事情などを加味して自主的に削減す

ることは、議員としての裁量の範囲内であり現時点でもできると考えます。

削減率の根拠は、大津市の納税義務者の年間給与所得の推移によれば、ピーク時と言わ

れる1998年に平均413万円、昨年は357万円と約56万円減少しており、これは約14％の減少

となっています。このような市民生活の実情に心を寄せて、せめて同程度の削減幅を実施し

ようとするものです。

7月からの実施となることで、先ほど提案説明で述べた議員一人あたりの削減額1,303,200

円は、通年ベースの報酬総額9,324,000円に対して約14％削減となるものです。このようなこ

とも考慮して、20％削減を提案申し上げているところであり、ご理解いただきたいと思います。

以上


